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【論文要旨】
本稿は，イギリスの（〈1998年人権法〔Human Rights Act 1998〕の名宛人は「公的機関」であ
る〉という垂直的アプローチを前提としても）人権法の諸規定から生じ得る種々の「水平的効力」
を概観した後に，イギリスの「条約適合的解釈」と日本の「合憲（限定）解釈」の類似性を指摘し，
堀越事件最高裁判決（特に千葉勝美裁判官の補足意見）を端緒としてなされた「合憲限定解釈」と
「憲法適合的解釈」の議論（およびドイツの「憲法適合的解釈（狭義）」と「憲法志向的解釈」の区
分）から両者の区別可能性を論証した上で，〈「合憲限定解釈」と「私人間効力」論〉という観点か
ら，憲法における「私人間効力」をめぐる言説空間の再検討を行うものである。このような〈「合
憲限定解釈」と「私人間効力」論〉の分析を通じて，〈私法である当該規定の「違憲性（ないし違
憲の重大な疑い）」が確証された上で行われる「文面上判断」によって生じる「水平的効力」〉と
〈国家機関である「裁判所」の憲法拘束および憲法の最高法規性から生じ得る「水平的効力」〉の区
別は主張可能であり，後者に関して「私人間効力」論は依然として固有の存在価値を有する，と結
論づけた。
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 はじめに
通常，我が国では，「私人間における人権の保障と限界」といった項目の下に，憲法における
「私人間効力」に関する議論が紹介・検討されている1)。この「私人間効力」論は，「『社

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』
――
1) 芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法〔第 6 版〕』（岩波書店，2015年）110頁以下。
2) 芦部・前掲注 1）111頁。
3) 芦部信喜『憲法学』（有斐閣，1994年）33頁。
4) 野中俊彦＝中村睦男＝高橋和之＝高見勝利『憲法〔第 5 版〕』（有斐閣，2012年）249頁［中村睦男執筆］。
5) 戸松秀典『憲法訴訟〔第 2 版〕』（有斐閣，2008年）206頁以下。
6) 戸松・前掲注 5）213214頁。
7) 戸松・前掲注 5）214頁。なお，西村枝美「土壌なき憲法の私人間適用問題」公法研究66号（2004年）269
頁は，「日本の判例においては，日本国憲法においてふさわしい解釈とは間接適用説か，無効力説か，と
いうことを問うための前提を欠いている状況にある」と評している。
8) 戸松・前掲注 5）215頁。
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からも，国民の人権を保護する必要があるのではないか（傍点原文）」という問題
関心を出発点に置き2)，「全法秩序の基本原則としての人権の観念」や「伝統的人権観念の歴史性」
といった「人権観念の考え方の転換」を理論的支柱として展開されてきた3)。換言すれば，資本主
義の高度化に伴って「社会的権力」による「人権侵害」が問題となったが，現実の議会は利害対立
が激しいことから私人間の人権保障に適切な法律の不存在という事態が生じることとなり，「人権
規定の私人間への適用が憲法で明記されておらず，さらに，立法によって具体化されていない場合
に，憲法解釈による人権規定の適用の有無が問題となる｣4)として「私人間効力」論は展開されて
きたのである。
しかし，「憲法と私人間における人権の保障」の問題と（従来議論されてきた）「私人間効力」論
の射程は同一のものではなく，後者は前者の一部にすぎない。広く前者を解明する鍵としては，
「私人間紛争の解決のために，裁判所は，いかなる方式で憲法上の価値を導入しているか，また，
導入すべきか，という観点」からの分析5)が注目される。まず，我が国の判例の実状に照らせば，
「◯ 憲法の人権保障規定の趣旨を具体的に実現した法律の規定についての違反を主張するとき」，
「◯ 私人間の紛争に適用される法律の規定が憲法違反だと主張されるとき」，「◯ 民法709条の
不法行為責任を問う訴訟で，両当事者の権利や利益が人権保障に関連づけられるとき」，「◯ ◯の
場合において，名誉侵害を理由に損害賠償を提起すると共に，被告に表現行為……を差し止めるよ
う裁判所に求めるとき」，「◯ 民法90条の公序良俗違反の主張をする訴訟で，当事者の権利や利
益が人権保障に関連づけられるとき」，「◯ 国が当事者の一方であるときでも，私的行為と同等だ
とされるとき」，という私人間訴訟における「多様な場面」の存在が指摘される6)。その上で，従
来の「直接適用説・間接適用説は，憲法規定への依拠の仕方を，それも限られた訴訟形態にのみ焦
点をあてて語っている」と評されている7)。
たしかに，この分析は従来の「私人間効力」論の射程の狭さを鋭く指摘するものであるが，憲法
における「私人間効力」論の問題設定を否定し，「日本国憲法の憲法秩序を語る……目的との関連」
において（これまで参照されてきた）ドイツやアメリカの「議論を借りる必要はない｣8)，とまで
断じられるかは疑問なしとしない。「憲法の私人間適用という問題は，日本独自の問題ではなく，
西欧で形成され，日本がそれを導入した立憲主義の基本的観念から生じた問題であり，その正確な
――
9) 高橋和之「人権規定の『私人間適用』と『第三者効力』」法律時報84巻 5 号（2012年）86頁脚注 1。
10) 芦部信喜『憲法学』（有斐閣，1992年）33頁。
11) 拙稿「1998年人権法における ``public authority'' 概念研究序説―人権規定の名宛人と私人間における人
権保障のあり方―」法学研究論集42号（2015年）101頁以下，同「1998年人権法の『水平的効力』の諸
相―〈『公的機関』としての裁判所〉の意義と私人間効力―」法学研究論集43号（2015年）27頁以下，
同「1998年人権法における私法の『条約適合的解釈』―Mendoza 判決を中心とした一考察―」法学
研究論集44号（2016年）1 頁以下。
12) Home O‹ce, Rights Brought Home: The Human Rights Bill (Cm. 3782, 1997).
13) 1998年人権法に関しては，江島晶子『人権保障の新局面』（日本評論社，2002年）223頁以下に詳しい。
14) See J. Wadham, H. Mountˆeld, E. Prochaska and R. Desai, Blackstone's Guide to The Human Rights Act
1998 (7th ed., Oxford University Press, 2015) pp.912.
15) H. Fenwick, R. Masterman and G. Phillipson, ``The Human Rights Act in Contemporary Context'' in H.
Fenwick, G. Phillipson and R. Masterman (eds.), Judicial Reasoning under the UK Human Rights Act
(Cambridge University Press, 2007) p.1.
16) Hansard, HL Vol.582 col.1229 (November 3, 1997).
17) 中村民雄「欧州人権条約のイギリスのコモン・ロー憲法原則への影響―『法の支配』の変・不変―」
早稲田法学87巻 3 号（2012年）669670頁。
意味を理解するには，この問題に関する西欧の議論を参照することは必要不可欠な前提的作業であ
る」という指摘9)は重く受け止められるべきであろう。筆者は，これまで「立憲主義の母国｣10)と
称されながらも研究が乏しかった，1998年人権法〔Human Rights Act 1998，以下「人権法」と
記す〕施行後のイギリスにおける「水平的効力〔horizontal eŠect〕」の議論を参照してきた11)。そ
れでは，まず，イギリスの1998年人権法における「水平的効力」の議論を概観しておこう。
 年人権法における「水平的効力」の諸相
イギリスにおいては，当時のブレア首相の下での「憲法改革」の柱の一つとして，「権利を国内
に持ち帰る〔bring rights home〕」12)ことを目的とした人権法が制定された13)。「欧州人権条約の下
で保障された権利および自由に付加的効果〔further eŠect〕を与える」人権法は，「憲法的文書
〔constitutional instrument〕」と評され14)，「イギリス法が認めるだけの『憲法的〔constitutional〕』
地位を有するものであるという合意がある」とも説明されている15)。
人権法の特徴としては，◯「議
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保障を最大限にする（傍点筆者)｣16)ように起草された点，◯（欧州人権条約 1 条（締約国の人権
保障責任）および13条（効果的な救済を受ける権利）等を除いた）欧州人権条約に規定されてい
る権利および基本的自由を「条約上の権利〔Convention rights〕」として保障の対象とした点，◯
「人権法がもっぱら『公的機関』による人権侵害の防止と救済を行う立法であり，私人間の人権侵
害にいかなる法的効果を及ぼすかを定めていない点｣17)，が挙げられる。人権法 6 条 1 項は「公的
機関〔public authority〕が条約上の権利に適合しない方法で行為することは違法である」と規定
しており，「第一に，人権法は条約上の権利に『垂直的〔vertical〕』効力を生じさせる，すなわち
国家および公的団体による権利侵害から市民の権利を保護するように設計されている｣18)。換言す
――
18) S. Grosz, J. Beatson and P. DuŠy, Human Rights (Sweet & Maxwell, 2000) p.59.
19) See e.g., A. L. Young, ``Mapping Horizontal EŠect'' in D. HoŠman (ed.), The Impact of the UK Human
Rights Act on Private Law (Cambridge University Press, 2011) pp.2122.
20) X v Y [2004] EWCA Civ 662; [2004] I.C.R. 1634 at [57] (Lord Mummery).
21) I. Leigh, ``Horizontal Rights, the Human Rights Act and Privacy: Lessons from the Common-wealth?''
(1999) 48 I.C.L.Q. 57, p.75.
22) Young, supra note 19, p.21.
23) Leigh, supra note 21, p.86.
24) A. L. Young, ``Horizontality and the Human Rights Act 1998'' in K. S. Ziegler (ed.), Human Rights and
Private Law (Hart Publishing, 2007) p.38.
25) Leigh, supra note 21, p.75; Young, supra note 19, p.21.
26) Young, supra note 19, p.20.
27) Leigh, supra note 21, p.86. Leigh 自身は，人権法の下において，「完全ないし直接的水平性」は「テクスト
に関する説明の問題としても原理上も」認められないと主張している。Ibid. p.75.
れば，イギリスは，文面上第一次的に〈人権法の名宛人は「公的機関」である〉という垂直的アプ
ローチ〔vertical approach〕を20世紀末に採用したのである。もっとも，私人間における人権保障
の問題が一切対象外とされたわけではなく，人権法の以下のような諸規定から種々の「水平的効
力」が生じ得ると考えられている19)。
◯ 人権法条項は，「そうすることが可能な〔possible〕限り，第一次立法および従位立法
〔subordinate legislation〕は，条約上の権利と適合するように解釈され，効力が付与されなければ
ならない」と規定しており，「公的機関を規律する立法と私的な諸個人を規律する立法の間の区別
をするものではない｣20)。当該規定によって「私的な諸個人間に適用される制定法〔statutes〕が，
可能な場合にはいつでも条約上の権利を実施する解釈義務に服さしめられる」こと21)（＝私法の
「条約適合的解釈」）から生じるのが「制定法上の水平性〔statutory horizontality〕」22)である。
◯ 人権法条項に基づいて「公的機関に対して，原告を害する行為をなす第三者への措置の
不作為に対する権利主張がなされるとき｣23)，換言すれば「権利の概念が，当該権利を保護する国
家に課せられた積極的義務〔positive duties〕を通じて，他者の行為する権能〔power〕を制限す
るとき｣24)には，「媒介的水平性〔intermediate horizontality〕」25)が生じることとなる。
◯ 人権法条項 a は，「裁判所または審判所」が「公的機関」に含まれることを明示してい
る。当該規定の下で，「条約上の権利がコモン・ローに活気を与え，コモン・ローの潜在的な修正
を引き起こし，そのことが私的な諸個人に義務を創設して条約上の権利を擁護し得る」ことから
「間接的水平性〔indirect horizontality〕」が生じる26)。さらに進んで，「明白な制定法は優先されね
ばならないという制約のみを条件として，条約上の権利を保護するようにコモン・ローを改変する
ことによって適当な権利および救済の創設〔＝新しい訴訟原因の創設〕を裁判所に命ずる」ことか
ら「完全ないし直接的水平性〔full or direct horizontality〕」が生じると考える余地もあるが27)，
これは人権法の解釈の枠を超えるものと解されている。このような「実体的水平性〔substantive
horizontality〕」に加えて，「公的機関としての裁判所が，事案の処理ないし裁判所命令の付与に際
――
28) Young, supra note 19, p.22.
29) Ibid.
30) もっとも，「救済上の水平性」と「実体的水平性」の厳格な区分に対しては疑問も呈されている。See T.
Raphael, ``The Problem of Horizontal EŠect'' [2000] E.H.R.L.R. 493, p.497.
31) Leigh, supra note 21, p.86.
32) Young, supra note 19, p.21.
33) 戸松・前掲注 5）211頁。
34) 芦部信喜『宗教・人権・憲法学』（有斐閣，1999年）225頁。
して手続自体を規制する固有ないし法令上の権限を行使し，当該裁判所命令によって拘束される私
的な諸個人に義務を創設するときには，手続上の水平性〔Procedural horizontality〕が生じ（強調
原文)｣28)，「裁判所が自身の裁量的権限を行使して救済を付与するとき，そこでもやはり当該救済
が条約上の権利に反することがないのを確保しなければならない」ことから「救済上の水平性
〔Remedial horizontality〕」が生じることとなる29)30)。
◯ 人権法条項 b は，「誰でも一定のその職務〔functions〕が公的性質を有する職務である
者」も「公的機関」に含まれると規定し，「公的機関」概念を拡張することによって一定の私人
（私的団体）を人権法に直

接

的

に

服さしめ得るものとなっている。このような「拡張された公的機
関の定義を通しての……公的機関の義務の下で」生じるのが，「公的責務による水平性〔public lia-
bility horizontality〕」である31)。
◯ 人権法条が「裁判所に，出版の差止命令を認めるか否かを決するときには表現の自由とい
う条約上の権利に特別の配慮を払うのを要求している」ことから生じるのが，「救済上の水平性」
である32)。
このように，〈人権法の名宛人は「公的機関」である〉という垂直的アプローチを前提としても，
人権法によって生じ得る「水平的効力」は多面的な様相を呈している。上記のうち，とりわけ議論
を呼んできたのは，◯（主として「間接的水平性」と「完全ないし直接的水平性」が対立する）
「裁判所」が「公的機関」とされることによって生じ得る「水平的効力」，◯「公的性質を有する職
務」を履行する一定の私人（私的団体）が人権法に直

接

的

に

服さしめられることによって生じる
「水平的効力」，という 2 つの問題である。我が国との比較でいえば，イギリスにおける「水平的
効力」の議論は，前述の「私人間紛争における憲法価値の実現という観点｣33)から批判される従来
の「私人間効力」論の射程の狭さを解消するものであるとともに，「いわゆる間接効力説を中心に
据えながら，問題をすべて直接効力か間接効力かの二者択一で割り切らないで，人権を侵害する私
的行為の性質上の相違に応じて，個々具体的に多様な角度から，人権保障の精神を実現するような
法的構成を試みることが必要である」（＝ドイツの間接効力説とアメリカのステイト・アクション
法理の統合）という通説的見解34)を再検討するための有益な視座を提供するものであると考えら
れよう。本稿では，紙幅の都合上，イギリスと日本の比較（「条約適合的解釈」と「合憲（限定）
解釈」の比較）を行った上で，特に〈「合憲限定解釈」と「私人間効力」論〉という観点から，憲
――
35) R. v Secretary of State for the Home Department Ex p. Brind [1991] 1 A.C. 696 at 747748 (Lord Bridge).
36) 江島・前掲注13）112頁以下参照。
37) 詳しくは，拙稿・前掲注11）「1998年人権法における私法の『条約適合的解釈』」8 頁以下参照。
38) Home O‹ce, supra note 12, at [2.13].
39) 江島晶子「イギリス憲法の『現代化』とヨーロッパ人権条約―多層的人権保障システムの観点から―」
倉持孝司＝松井幸夫＝元山健編『憲法の「現代化」』（敬文堂，2016年）305頁によれば，2014年12月時点
では，「確定した20件の〔不適合宣言の〕うち12件は議会法（第一次立法）によって救済され，3 件は人
権法10条に基づく救済命令によって救済され，4 件は不適合宣言が出された時点ですでに立法的救済が完
了していて，1 件は不適合性をいかに救済するかの検討中である」。
40) A. Kavanagh, Constitutional Review under the UK Human Rights Act (Cambridge University Press, 2009)
p.23.
41) J. Beatson, S. Grosz, T. Hickman and R. Singh, Human Rights (Sweet & Maxwell, 2008) p.473.
法における「私人間効力」をめぐる言説空間の再検討を試みることとしたい。
 ｢条約適合的解釈」と「合憲（限定）解釈」
 イギリスにおける人権法条の「条約適合的解釈」
人権法上，事後的な立法の条約適合性確保手段として，「条約適合的解釈」（人権法 3 条）と
「不適合宣言」（人権法 4 条）が用意されている。人権法施行以前においては，「条約と合致する意
味と合致しない意味を有しているという点で曖昧である〔ambiguous〕国内法上の規定を解釈する
際には，議会は条約と合致する立法……を意図したものと裁判所は推定する」とされ35)，「裏口か
らの国内法化」が否定されてきた36)。これに対して，人権法の施行後は〈文言上曖昧性を有しな
い制定法であっても条約上の権利と適合するように解釈される〉こととなり，人権法 3 条の下で
の裁判所の義務は「強力な解釈義務」とされる37)。そして，人権法 3 条の「条約適合的解釈」が
不可能である場合には，人権法 4 条の「不適合宣言」が出されることとなる。ただし，「議会主権
とは，議会は自身の選択するあらゆる事項についていかなる法をも制定する資格を有し，裁判所は
議会の可決したいかなる法の効力をも疑い得ない，ということを意味する」のであり38)，不適合
宣言がなされたとしても，条約上の権利と適合しない当該規定は無効とならず，訴訟当事者も救済
されることはない（人権法 4 条 6 項）。なお，不適合宣言がなされた後に，国務大臣〔Minister of
the Crown〕は「命令〔order〕によって，不適合性を除去するために必要であると思料する立法
の改正をすることができる」（人権法10条 1 項および 2 項）とされている39)。
人権法 3 条の「条約適合的解釈」を行うに際しては，第一に「裁判官は，立法が条約上の権利
に一見して〔prima facie〕適合するかどうかを確証しなければならない（強調原文）」とされる40)。
厳密にいえば，「『一見した〔apparent〕不適合性』という語は，通常の制定法解釈原則の適用にお
いて，当該規定と条約上の権利の間の文言上の一見した不適合性ないし当該規定の背後に存する意
図から生じる不適合性は存在するが，〔人権法〕第 3 条の効果はまだ考慮されていない，というこ
とを示すものである」41)。このように，人権法 3 条の「条約適合的解釈」は従来の解釈手法とは異
――
42) R. Clayton and H. Tomlinson, The Law of Human Rights (2nd ed., Oxford University Press, 2009) p.176.
43) Lord Lester, Lord Pannick and J. Herberg, Human Rights Law and Practice (3rd ed., LexisNexis, 2009)
p.45.
44) P. Sales, ``A Comparison of the Principle of Legality and Section 3 of the Human Rights Act 1998'' (2009)
125 L.Q.R. 598, p.611.
45) Ghaidan v Godin-Mendoza [2004] UKHL 30; [2004] 2 A.C. 557. 本件に関しては，岩切大地「イギリス貴
族院判決にみる条約適合的解釈と議会意思」法学政治学論究65号（2005年）116122頁，拙稿・前掲注11）
「1998年人権法における私法の『条約適合的解釈』」15頁以下，に詳しい。
46) Mendoza, supra note 45, at [33].
47) Re S (Minors) (Care Order: Implementation of Care Plan) [2002] UKHL 10; [2002] 2 A.C. 291 at [39]
(Lord Nicholls).
なるものであって，「〔人権法〕第 3 条は……，裁判所に議会意思を覆す資格を与える，重要な憲
法上の端緒を提示するものである」と考えられる42)。したがって，人権法下での制定法解釈の手
法として「あり得る手法には，規定の文言に狭い意味を付与することによる文言の『限定解釈
〔reading down〕』，議会が用いた文言の『拡張解釈〔reading broadly〕』および議会が用いなかっ
た文言の『読み込み〔reading in〕』が含まれる」こととなる43)。
人権法 3 条において，「通常，EU 法および人権法のコンテクストの外で裁判所が享受する，解
釈の限定的な役割とは抵触する」と考えられる，文言の「読み込み」という手法44)までも認めら
れるとしても，「条約適合的解釈」の限界は別途問題とされる。人権法 3 条の「条約適合的解釈」
の限界に関するリーディング・ケースとされているのが，Mendoza 判決（貴族院)45)である。注目
されるのは，本判決の多数意見・少数意見で広く共有されている，人権法 3 条の「条約適合的解
釈」の 2 つの限界を設定した Lord Nicholls の以下の判示である。
「〔人権法 3 条の制定過程において，〕議会が，……この拡大した解釈職務を担当する際に裁判
所は立法の基本的特徴〔fundamental feature〕と整合しない意味を採用すべきである，と意
図したことはあり得ない。……第 3 条の適用によって取り入れられる意味は，解釈される立
法の基礎をなす要旨〔underlying thrust〕と適合するものでなければならない。……議会が，
第 3 条は裁判所に自身が能力を有しない決定を行うことを要求すべきである，と意図したこ
とはあり得ない。ある規定を条約に従ったものとするいくつかの方法が存在することがあり，
その選択は立法的熟慮〔legislative deliberation〕を必要とする問題を含んでいることがあ
る。」46)
Lord Nicholls によれば，()条約上の権利を用いて文言に読み込まれる意味が解釈される立法の
「基本的特徴」と適合するものではない場合や，()裁判所が能力を有しない「立法的熟慮」を必
要とする判断を行うこととなる場合には，「条約適合的解釈」は不可能であるとされる。この背景
にあるのは，「人権法は第一次立法の改正を議会に留保している。この方法によって，人権法は議
会主権を保持しようとしている。人権法は憲法上の境界を維持している。制定法の解釈は裁判所に
適した事項である。制定法の制定および制定法の改正は議会に適した事項である｣47)という「強力
――
48) Mendoza, supra note 45, at [112] (Lord Rodger).
49) Ibid. at [46] (Lord Steyn).
50) 高橋和之『憲法判断の方法』（有斐閣，1995年）77頁。併せて，時國康夫『憲法訴訟とその判断の手法』
（第一法規，1996年）80頁参照。
51) たとえば，芦部信喜『憲法訴訟の理論』（有斐閣，1973年）230頁以下。
52) Ashwander v. Tenn. Valley Auth., 297 U.S. 288, 348 (1936) (quoting Crowell v. Benson, 285 U.S. 22, 62
(1932)).
53) 芦部・前掲注51）302頁。なお，「〔ブランダイス・ルールのうち〕第七ルールをふまえた判断技術は，憲
法判断に入りながら違憲判断を回避する技術であり，さらに，法令の解釈によってそれを合憲と判断する
技術である。第七ルールには，このほかに，より広い意味において違憲判断を回避する技術，すなわち，
法令の解釈によってその法令の違憲・合憲そのものにふれないでおいてともかくも違憲判断を回避する技
術も含まれている」という理解もある（樋口陽一＝栗城壽夫『憲法と裁判』（法律文化社，1988年）210頁
［栗城壽夫執筆］）。
54) たとえば，畑尻剛「判批」長谷部恭男＝石川健治＝宍戸常寿編『憲法判例百選〔第 6 版〕』（有斐閣，
2013年）425頁参照。
55) 君塚正臣「合憲限定解釈の再検討―労働基本権を制約する最高裁判決を素材に―」帝塚山法学11号
（2006年）37頁。
な解釈と〔立法の〕改正の境界｣48)である。「議会の採用した救済の体系」である人権法 3 条の下
での「裁判所の義務は（可能ならば）条約上の権利と最もよく一致する意味を見出すように努力す
ることである｣が49)，上記の 2 つの限界が設定されることで「条約適合的解釈」を「立法の改正」
にまでは至らないものとしている。なお，Mendoza 判決は，1977年家賃法〔Rent Act 1977〕と
いう私

法

の

「条約適合的解釈」の事案であったが，この点について特段の判断を示すものではなか
った。
 日本における「合憲（限定）解釈」
我が国において，「合憲（限定）解釈」とは，「文面上の憲法判断に際して，法律のある解釈を採
ると違憲となるかあるいは違憲の重大な疑いが生じ，他の解釈を採れば合憲となるかあるいは少な
くとも違憲の疑いは生じないという場合には，後者の解釈を採用するという解釈方法あるいは解釈
結果を指す」とされる50)。周知のように，「合憲（限定）解釈」は，「憲法判断回避の準則」であ
るブランダイス・ルールのとりわけ第 7 準則と関連づけて論じられている51)。ブランダイス・
ルールの第 7 準則は，「『連邦議会の法律の有効性が問題とされる場合には，たとえ合憲性につい
て重大な疑いが提起されるとしても，連邦最高裁は，当該問題が回避され得るような制定法の解釈
が十分に可能である〔fairly possible〕か否かを最初に確かめるということが基本的な原則である』」
というものである52)。我が国においては，それには「法律の違憲判断の回避」と「法律の合憲性
に対する疑いの回避」という 2 つのタイプが含まれており，前者の「法律解釈によって違

憲

判

断

を

回

避

す

る

技術（傍点原文）」こそが「純粋の合憲解釈」とする見解が主張されている53)。だが，
「合憲（限定）解釈」という手法は，正確にいえば，憲法判断そのものを回避するものではなく
「憲法判断に入りながら法令違憲を回避する技術」であり54)，その意味で「憲法判断回避の準則と
は独立した検討が必要であるように思える」との指摘もなされている55)。
――
56) 高橋・前掲注50）79頁。ここでの「文面上判断」とは，「法律そのものを直接憲法的に評価する方法」で
あって，「法律の適用によって生じる事態そのものを直接憲法的に評価する方法」である「適用上判断」
と区別される（高橋・前掲注50）45 頁）。
57) 芦部信喜『現代人権論』（有斐閣，1974年）323頁。蟻川恒正「合憲限定解釈と適用違憲」樋口陽一＝森英
樹＝高見勝利＝辻村みよ子＝長谷部恭男編『国家と自由・再論』（日本評論社，2012年）270頁は，「法令
の文理・趣旨から余りにも乖離した限定解釈や立法者の意図に明白に反するような限定解釈は，いずれ
も，法解釈の限界を超えるものといわざるをえず，適法な合憲限定解釈が備えなければならない要件を充
足していないと断ずべきである」としている。
58) 高橋・前掲注50）80頁。
59) 芦部・前掲注57）325頁。
60) 橋本基弘『表現の自由 理論と解釈』（中央大学出版部，2014年）332頁。
61) 最大判昭和59年12月12日民集38巻12号1308頁。
「文面上判断をする場合に，合憲解釈にするか違憲判決にするかは，結局は合憲解釈が可能かど
うかに帰着する」と考えられる56)。「合憲（限定）解釈」の限界に関しては，学説上，「合憲限定
解釈には，法の文言と立法目的の二つの面から限界があり，適切な資料から立法目的および法文の
意味が明確で，それによれば違憲となり，それ以外に合理的な解釈の成立する余地がない場合に
は，実質的に法律を書き直すような限定解釈は許されない」とされている57)。もっとも，「解釈で
ある以上，解釈として合理的に可能な範囲内にとどまるべきであり，それを超えれば，……法律の
『書き直し
リーライテイング
』であり，立法権のさん奪といわなくてはならない」が，憲法の最高法規性を前提とす
る法体系の統一性を考慮し，「法の文言上何の手がかりもないような基準や文言などを法文の中に
読み込むような解釈は一切許されないと考えているわけではない」という主張もなされている58)。
また，学説においては，人権のカタログにおいて「優越的地位」を与えられる精神的自由権（表現
の自由）が規制されている場合には「原則として文面上無効と判断すべき場合が少なくない」と主
張されてきた59)。これに対して，最高裁は「むしろ表現規制の領域でこそ合憲限定解釈を自在に
活用してきたように思われる」，と評されている60)。「合憲（限定）解釈」の限界に関して，たと
えば，税関検査事件最高裁判決61)は，「表現の自由を規制する法律の規定について限定解釈をする
ことが許されるのは，その解釈により，規制の対象となるものとそうでないものとが明確に区別さ
れ，かつ，合憲的に規制し得るもののみが規制の対象となることが明らかにされる場合でなければ
ならず，また，一般国民の理解において，具体的場合に当該表現物が規制の対象となるかどうかの
判断を可能ならしめるような基準をその規定から読みとることができるものでなければならない」
と判示し，輸入禁制品とされる「風俗を害すべき書籍，図画」等（当時の関税定率法21条 1 項 3
号）をわいせつ表現物に限ると解釈した。一方，本判決における伊藤正己裁判官ほかの反対意見
は，「表現の自由が基本的人権の中でも最も重要なものであることからすると，これを規制する法
律の規定についての限定解釈には他の場合よりも厳しい枠があるべきであり，規制の目的，文理及
び他の条規との関係から合理的に導き出し得る限定解釈のみが許される」とした上で，多数意見の
解釈は「右の限界を超えるものというべきであるのみならず，右のような解釈が通常の判断能力を
有する一般人に可能であるとは考えられない」と判示している。
――
62) 戸松・前掲注 5）235頁以下。
63) 戸松・前掲注 5）242頁。
64) なお，堀越事件最高裁判決と同日に下された，宇治橋事件最高裁判決（最判平成24年12月 7 日刑集66巻12
号1722頁）では，ほぼ同一の行為が有罪とされている。
 小 括
上記から，イギリスの「条約適合的解釈」は，我が国でいえば「合憲（限定）解釈」に類似する
ものであると理解されよう。「条約適合的解釈」と「合憲（限定）解釈」は，〈当該規定の「一見し
た〔apparent〕条約不適合性」・「違憲性（ないし違憲の重大な疑い）」が確証された上で行われる
「文面上判断」である〉という点で共通性を有している。しかし，両者の限界に関しては異同も認
められる。イギリスの「条約適合的解釈」においては，(）〈条約上の権利を用いて文言に読み込
まれる意味が解釈される立法の「基本的特徴」と適合するものではない場合には，「条約適合的解
釈」は不可能である〉，（）〈裁判所が能力を有しない「立法的熟慮」を必要とする判断を行うこ
ととなる場合には，「条約適合的解釈」は不可能である〉，という 2 つの限界が設定されることと
なっている。一方，日本の「合憲（限定）解釈」の限界に関しては，学説上〈当該規定の文言およ
び立法目的との関係で合理的に導き出し得る限定解釈のみが認められる〉と考えられており，「表
現の自由」の規制立法が争われた税関検査事件最高裁判決においては，（）「その解釈により，規
制の対象となるものとそうでないものとが明確に区別され，かつ，合憲的に規制し得るもののみが
規制の対象となることが明らかにされる場合でなければなら」ない，（）「一般国民の理解におい
て，具体的場合に当該表現物が規制の対象となるかどうかの判断を可能ならしめるような基準をそ
の規定から読みとることができるものでなければならない」，という 2 つの限界が設定されている。
イギリスの「条約適合的解釈」と日本の「合憲（限定）解釈」を比較する上で重要なのは，端的
に「条約不適合」・「法令違憲」の判断がなされた後の当事者救済の有無である。イギリスでは，人
権法 4 条の「不適合宣言」がなされたとしても，条約上の権利と適合しない当該規定は無効とな
らず，当事者も救済されることはない（人権法 4 条 6 項）。その対比として，人権法 3 条の「条約
適合的解釈」は「救済手段」としての側面を強調されてきた。一方，我が国では，原則として，違
憲と判断される当該規定は無効とされる（憲法98条 1 項）のであり，「合憲（限定）解釈」が当事
者救済の有無という観点から「人権保障促進型合憲限定解釈」と「立法正当化型合憲限定解釈」に
分類可能であるとすれば，最高裁が積極的に採用してきたのは後者である62)。税関検査事件最高
裁判決における伊藤正己裁判官ほかの反対意見の判断を前提とすれば，「最高裁判所は，法令の合
憲性を正当化することに熱心なあまり，すなわち，違憲判断を回避しようとの配慮を優先させたた
めに，無理な解釈を生み出す結果となっているのではないだろうか」との疑義が呈される63)。こ
の点で注目されるのが，「人権保障促進型合憲限定解釈」を採用したとも解し得る，堀越事件最高
裁判決である64)。
――
65) 最判平成24年12月 7 日刑集66巻12号1337頁。
66) 東京地判平成18年 6 月29日（LEX/DB 文献番号25463371）。
67) 東京高判平成22年 3 月29日判タ1340号105頁。
 ｢合憲限定解釈」と「私人間効力」論
 堀越事件最高裁判決65)
堀越事件最高裁判決の事案は，社会保険庁東京社会保険事務局目黒社会保険事務所に年金審査官
として勤務していた，厚生労働事務官である被告人が，平成15年11月の衆議院議員総選挙に際し
て，日本共産党を支持する目的をもって『しんぶん赤旗』号外等の機関紙を配布し，国家公務員法
（以下「国公法」と記す）110条 1 項19号・102条 1 項，人事院規則14―7 第 6 項 7 号・13号が禁止
する「政治的行為」をしたとして起訴された，というものである。第一審判決66)は被告人を有罪
としたが，原審判決67)は「本件配布行為に対し，本件罰則規定を適用することは，国家公務員の
政治活動の自由に対する必要やむを得ない限度を超えた制約を加え，これを処罰の対象とするもの
といわざるを得ず，憲法21条 1 項及び31条に違反する」と判示して，（いわゆる「適用違憲」のア
プローチによって）被告人を無罪とした。
本判決は，まず，「職員は，政党又は政治的目的のために，寄附金その他の利益を求め，若しく
は受領し，又は何らの方法を以てするを問わず，これらの行為に関与し，あるいは選挙権の行使を
除く外，人事院規則で定める政治的行為をしてはならない」と規定する，国公法102条 1 項の「政
治的行為」について以下のような解釈を提示する。
国公法102条 1 項は「公務員の職務の遂行の政治的中立性を保持することによって行政の中立
的運営を確保し，これに対する国民の信頼を維持することを目的とするものと解される」が，
「他方，国民は，憲法上，表現の自由（21条 1 項）としての政治活動の自由を保障されており，
この精神的自由は立憲民主政の政治過程にとって不可欠の基本的人権であって，民主主義社会
を基礎付ける重要な権利であることに鑑みると，上記の目的に基づく法令による公務員に対す
る政治的行為の禁止は，国民としての政治活動の自由に対する必要やむを得ない限度にその範
囲が画されるべきものである。」「このような本法102条 1 項の文言，趣旨，目的や規制される
政治活動の自由の重要性に加え，同項の規定が刑罰法規の構成要件となることを考慮すると，
同項にいう『政治的行為』とは，公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが，観念
的なものにとどまらず，現実的に起こり得るものとして実質的に認められるものを指し，同項
はそのような行為の類型の具体的な定めを人事院規則に委任したものと解するのが相当であ
る。」
そして，「公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが実質的に認められるかどうかは，
当該公務員の地位，その職務の内容や権限等，当該公務員がした行為の性質，態様，目的，内容等
の諸般の事情を総合して判断するのが相当である」とし，「指揮命令や指導監督等を通じて他の職
――
68) 最大判昭和49年11月 6 日刑集28巻 9 号393頁。
69) 宍戸常寿「判批」平成25年度重要判例解説（2014年）24頁。
員の職務の遂行に一定の影響を及ぼし得る地位（管理職的地位）の有無，職務の内容や権限におけ
る裁量の有無」等の具体的な諸考慮要素を提示している。
次に，本件罰則規定の合憲性について，以下のように判示している。
｢本件罰則規定による政治的行為に対する規制が必要かつ合理的なものとして是認されるか
……は，本件罰則規定の目的のために規制が必要とされる程度と，規制される自由の内容及び
性質，具体的な規制の態様及び程度等を較量して決せられるべきものである」。「本件罰則規定
の目的は，……公務員の職務の遂行の政治的中立性を保持することによって行政の中立的運営
を確保し，これに対する国民の信頼を維持することにあるところ，これは，議会制民主主義に
基づく統治機構の仕組みを定める憲法の要請にかなう国民全体の重要な利益というべきであ
り，公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが実質的に認められる政治的行為を禁
止することは，国民全体の上記利益の保護のためであって，その規制の目的は合理的であり正
当なものといえる。他方，本件罰則規定により禁止されるのは，民主主義社会において重要な
意義を有する表現の自由としての政治活動の自由ではあるものの，……禁止の対象とされるも
のは，公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが実質的に認められる政治的行為に
限られ，このようなおそれが認められない政治的行為や本規則が規定する行為類型以外の政治
的行為が禁止されるものではないから，その制限は必要やむを得ない限度にとどまり，前記の
目的を達成するために必要かつ合理的な範囲のものというべきである。そして，上記の解釈の
下における本件罰則規定は，不明確なものとも，過度に広汎な規制であるともいえないと解さ
れる。」
結論として，「本件配布行為は，管理職的地位になく，その職務の内容や権限に裁量の余地のな
い公務員によって，職務と全く無関係に，公務員により組織される団体の活動としての性格もなく
行われたものであり，公務員による行為と認識し得る態様で行われたものでもないから，公務員の
職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが実質的に認められるものとはいえ」ず，「本件配布行
為は本件罰則規定の構成要件に該当しない」とされた。
本判決は，第一に，国公法102条 1 項の「政治的行為」について，「〔国公〕法102条 1 項の文言，
趣旨，目的」・「規制される政治活動の自由の重要性」・「〔当該〕規定が刑罰法規の構成要件となる
こと」を考慮すれば，当該規定の「政治的行為」とは「公務員の職務の遂行の政治的中立性を損な
うおそれが……実質的に認められるものを指」す，という「限定解釈」を行っている。注目される
のは，猿払事件最高裁判決68)では「公務員の政治的中立性」と判断された本件罰則規定の保護法
益が「公務員の職

務

の

遂

行

の

政治的中立性」に絞られ，「表現の自由（〔憲法〕21条 1 項）として
の政治活動の自由」の重要性がより強調されている点であろう69)。第二に，本件罰則規定の合憲
性に関する判断を行い，上記のように「限定解釈」がなされた当該規定による規制に関して，「規
――
70) 最大判昭和58年 6 月22日民集37巻 5 号793頁。
71) 蟻川恒正「国公法二事件最高裁判決を読む(1)」法学教室393号（2013年）87頁。
72) 岩o邦生「判解」最高裁判所判例解説刑事篇平成24年度（2015年）506頁。
制の目的は合理的であり正当なもの」であり，「その制限は必要やむを得ない限度にとどまり，前
記の目的を達成するために必要かつ合理的な範囲のものというべきである」と判示している。もっ
とも，本件罰則規定の合憲性に関する判断は，よど号ハイジャック記事抹消事件最高裁判決70)の
「利益衡量論」という枠組みを採用するものであるが，先行する国公法102条 1 項の「政治的行為」
に関する判断を「事実上なぞるだけに等しい」とも考えられる71)。さらに，「上記の解釈の下にお
ける本件罰則規定は，不明確なものとも，過度に広汎な規制であるともいえないと解される」とい
う判示に関しては，国公法102条 1 項の「政治的行為」に関する「限定解釈」の帰結として「広汎
不明確性が否定されるのは当然と思われる｣72)。その意味で，国公法102条 1 項の「政治的行為」
に関する「限定解釈」は，憲法学の観点から独立の検討対象となろう。
 堀越事件最高裁判決における「限定解釈」の捉え方
上記の国公法102条 1 項の「政治的行為」に関する判断から，安易に〈堀越事件最高裁判決は
「合憲限定解釈」の手法を採用した〉と理解するには困難が伴うこととなる。この点について，千
葉勝美裁判官は以下のような補足意見を付している。
｢本件多数意見は，……〔国公法102条 1 項の〕『政治的行為』とは，当該規定の文言に該当す
る政治的行為であって，公務員の職務の遂行の政治的中立性を損なうおそれが，現実的に起こ
り得るものとして実質的に認められるものを指すという限定を付した解釈を示した。これは，
いわゆる合憲限定解釈の手法，すなわち，規定の文理のままでは規制範囲が広すぎ，合憲性審
査におけるいわゆる『厳格な基準』によれば必要最小限度を超えており，利益較量の結果違憲
の疑いがあるため，その範囲を限定した上で結論として合憲とする手法を採用したというもの
ではない。」「本件においては，司法部が基本法である国家公務員法の規定をいわばオーバー
ルールとして合憲限定解釈するよりも前に，まず対象となっている本件罰則規定について，憲
法の趣旨を十分に踏まえた上で立法府の真に意図しているところは何か，規制の目的はどこに
あるか，公務員制度の体系的な理念，思想はどのようなものか，憲法の趣旨に沿った国家公務
員の服務の在り方をどう考えるのか等々を踏まえて，国家公務員法自体の条文の丁寧な解釈を
試みるべきであり，その作業をした上で，具体的な合憲性の有無等の審査に進むべきものであ
る」。
換言すれば，多数意見の採用する「限定解釈」は，「司法の自己抑制の観点から憲法判断の回避の
準則を定めた」ブランダイス・ルールと関連づけられる「合憲限定解釈」ではなく，「憲法判断に
先立ち，国家の基本法である国家公務員法の解釈を，その文理のみによることなく，国家公務員法
の構造，理念及び本件罰則規定の趣旨・目的等を総合考慮した上で行うという通常の法令解釈の手
法によるものである」。そもそも千葉裁判官の「合憲限定解釈」の理解は独特なものであるように
――
73) 高橋和之「『猿払』法理のゆらぎ―『堀越訴訟』最高裁判決の意味するもの」石川正先生古稀記念論
文集『経済社会と法の役割』（商事法務，2013年）48頁は，「合憲限定解釈」の前提とされる「違憲の疑い」
というのは，学説（芦部信喜）によれば「『利益較量』を行う前の，条文の素直な読み方から直観的に生
ずる疑いを意味している」と考えられるが，千葉裁判官によれば「合憲性審査におけるいわゆる『厳格な
基準』によれば必要最小限度を超えており，利益較量の結果」として生じるものとされている点を指摘す
る。なお，阪口正二郎「合憲解釈は司法の自己抑制の現れだと言えるのか」阪本昌成先生古稀記念論文
集『自由の法理』（成文堂，2015年）380381頁は，「ブランダイス・ルールの第七準則は，そもそも憲法
判断回避のルールと呼ぶべきかどうか疑わしい場合を含んでいるし，また『司法の自己抑制』という根拠
と整合的なものかどうかも疑わしい」としている。
74) 蟻川恒正「国公法二事件最高裁判決を読む(2)」法学教室395号（2013年）96頁。
75) 岩o・前掲注72）516頁。
76) 宍戸常寿『憲法 解釈論の応用と展開』（日本評論社，2011年）305頁。併せて，同『憲法 解釈論の応用と
展開〔第 2 版〕』（日本評論社，2014年）310頁および脚注 2 参照。
77) 宍戸常寿「合憲・違憲の裁判の方法」戸松秀典＝野坂泰司編『憲法訴訟の現状分析』（有斐閣，2012年）
68頁。
思われるが73)，「『合憲限定解釈』と千葉補足意見のいわゆる『基本法』解釈との違いの主なもの
は，解釈の対象とされる法律のうちに違憲の瑕疵や法の趣旨に反するという瑕疵を検出する（『合
憲限定解釈』）か，しない（『基本法』解釈）か，の違いにある｣74)。
千葉裁判官の補足意見の趣旨を理解するにあたっては，調査官解説が，「本判決の解釈は，必ず
しも本件罰則規定には文言どおり解釈すると違憲の部分が存在することを前提としているものでは
なく，趣旨，目的，保護法益から本件罰則規定を解釈する中で，最上位規範である憲法が表現の自
由としての政治活動の自由を保障していることを考慮していることからすると，法令の解釈におい
て憲法を含む法体系に最も適合的なものを選ぶという体系的解釈としての合憲解釈，すなわち『憲
法適合的解釈』に当たるとみるのが相当と思われる｣75)としている点が重要となる。
 ｢憲法適合的解釈」の意義
堀越事件最高裁判決の調査官解説は，多数意見の解釈手法を「憲法適合的解釈」と説明し，「そ
もそも複数の解釈がある場合に，まず当該規定の文言，趣旨と体系に最も適合的なものを選ぶのが
法解釈のイロハですが，場合によっては体系の中に最高法規である憲法の保護する価値も入り込む
ことも当然あります。それを殊更に『合憲限

定

解釈』と呼ぶ必要はなく，体系的解釈の一種として
の合憲解釈（憲法適合的解釈）でしかありません（傍点原文）」という見解76)を援用している。論
者によれば，我が国の「憲法適合的解釈」は，「法令の規定それ自体は合憲であると同時に，憲法
論を前提とした解釈を行うことで，規定の適用に際して開かれていた解釈の余地を充し，その適
用の違法・合法を決定するもの」とされる77)。また，「憲法適合的解釈と合憲限定解釈はなるほど
連続的な側面があり，従来厳密に区別されてこなかったところがある」が，「憲法適合的解釈がも
ともと合憲である法令の規定の意義を憲法論を踏まえて明らかにするのに対して，合憲限定解釈
は，通常の解釈によるならば法令の規定が違憲の瑕疵を含むという憲法判断に至った場合に，法令
の適用範囲等をより限定する解釈を採用することで，法令の規定を合憲とする裁判の方法と位置づ
――
78) 宍戸・前掲注77）72頁。
79) 高橋・前掲注73）4748頁。この理解の前提にあるのは，我が国で論じられた，ドイツを参照した上での
「法律の合憲解釈とその限界」（阿部照哉『基本的人権の法理』（有斐閣，1976年）218頁以下）である。
80) Vgl. Clemens H äopfner, Die systemkonforme Auslegung, 2008, S.171Š.
81) ドイツにおける「憲法適合的解釈」に関する記述は，宍戸常寿『憲法裁判権の動態』（弘文堂，2005年）
289292頁，有澤知子「判決の手法」畑尻剛＝工藤達朗編『ドイツの憲法裁判〔第 2 版〕』（中央大学出版
部，2013年）248252頁，原島啓之「ドイツ連邦行政裁判所の『憲法判断』の考察（二・完）―行政法
の解釈・適用における憲法の機能―」阪大法学64巻 6 号（2015年）1788頁以下，毛利透「ケルゼンを使
って『憲法適合的解釈は憲法違反である』といえるのか」法律時報87巻12号（2015年）93頁以下，を参考
とした。
82) Ulrike Lembke, Einheit aus Erkenntnis?, 2009, S.24.
83) Ebenda, S.48.
84) Horst Dreier, GrundrechtsdurchgriŠ contra Gesetzesbindung?, Die Verwaltung 36 (2003), S.105 (110).
85) BVerfGE 64, 229 (242).
86) Klaus Schlaich/Stefan Korioth, Das Bundesverfassungsgericht, 10. Au‰., 2015, S.321. 引用中の「基本権の
『照射効』」という表現は，周知のように，ドイツにおける「第三者効力」論のリーディング・ケースであ
る，1958年の L äuth 判決（連邦憲法裁判所）で用いられたものである（BVerfGE 7, 198 (207））。本判決に
関する邦語文献として，木村俊夫「判批」ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例〔第 2 版〕』（信山
社，2003年）157頁。
87) Häopfner, a.a.O. (Anm. 80), S.179.
けられる」と区別されている78)。
堀越事件最高裁判決と「憲法適合的解釈」の関係性について注目されるのは，「千葉裁判官は，
……アメリカ的な憲法判断回避としての合憲限定解釈を排して，ドイツ的な体系的解釈の手法を採
るべきことを宣言した」と解する見方79)である。たしかに，ドイツにおいて法解釈手法の一つと
される ``verfassungskonforme Auslegung'' という語80)は，「憲法適合的解釈」と翻訳される81)。ド
イツでは，「一般的に，憲法適合的解釈は，憲法規範を援用しながらの法律解釈と理解されてい
る｣が82)，「種々の現象が憲法適合的解釈という集合概念の陰に隠れている」と指摘されている83)。
そこで，学説上，主として「憲法適合的解釈（狭義）」と「憲法志向的解釈〔verfassungsorien-
tierte Auslegung〕」の区分が主張されている。「憲法適合的解釈（狭義）」は，「一方で合憲，他方
で違憲という，ある規範の複数の解釈可能性が導かれる際には，違憲の判断を回避し，この方法で
規範を『維持する』……種類のものが選択されなければならない」とするものである84)。すなわ
ち，「ある規範が，一方で違憲の結果を，他方で合憲の結果を導くような複数の解釈を認めている
場合に，当該規範は合憲であり，憲法適合的に解釈されなければならない｣85)。一方で，「憲法志
向的解釈」は，「解釈の余地を有する解釈可能な規範の解釈および適用に際して，……憲法の基本
決定を顧慮すること」であり，たとえば「基本権の『照射効〔Ausstrahlungswirkung〕』や『解釈
を嚮導する基本権の尊重』と称されるものも顧慮すること」がなされる86)。このように，「憲法志
向的解釈を用いることによって，とりわけ一般条項〔Generalklauseln〕や不確定法概念に関する
通常法律の解釈および適用の枠内では憲法の基本決定が尊重されなくてはならない（強調原文）」
こととなり87)，「〔連邦〕憲法裁判所の基本権ドグマーティクに関する今日の状況によれば，行政
――
88) Matthias Jestaedt, Verfassungsgerichtsbarkeit und Konstitutionalisierung des Verwaltungsrechts: Eine
deutsche Perspektive, in: Johannes Masing/Olivier Jouanjan (Hrsg.) Verfassungsgerichtsbarkeit (2011),
S.45.
89) 原島・前掲注81）1790頁。
90) 毛利・前掲注81）94頁。
91) 山田哲史「『憲法適合的解釈』をめぐる覚書―比較法研究のための予備的考察―」帝京法学29巻 2 号
（2015年）291292頁は，「『通常の解釈』……を加えた場合，さしあたり違憲の問題は生じそうにないが，
憲法を用いて法令の意味内容を補充的に明らかにしようとするのが『憲法適合的解釈』である一方，他方
で違憲の瑕疵が生じうるのでその解消をややアクロバットな手段を使ってでも行うのが『合憲限定解釈』
と整理することが出来よう」とした上で，「最終的に『合憲限定解釈』とは，『憲法適合的解釈』のうち，
事後的にそれを見直したとき，実際上の違憲判断を伴い，その問題を払拭すべく，多少の『無理』を行っ
たものをさすという説明が出来るように思われる」とする。
92) 蟻川・前掲注74）90頁以下参照。
93) 本判決の手法を「憲

法

適

合

解

釈

」と理解するものとして，駒村圭吾「さらば，香城解説!?―平成二四年
国公法違反被告事件最高裁判決と憲法訴訟のこれから」高橋和之先生古稀記念『現代立憲主義の諸相 下』
（有斐閣，2013年）428頁脚注 5。併せて，亀井源太郎＝宍戸常寿＝曽我部真裕＝山本龍彦「憲法と刑事法
の交錯（後編）」法律時報86巻 6 号（2014年）77頁［宍戸常寿発言］参照。
94) 市川正人「憲法論のあり方についての覚え書き―憲法の趣旨・精神の援用をめぐって―」立命館法学
271＝272号上巻（2001年）677頁。
95) 市川・前掲注94）695頁脚注 9。
法的なものにせよ，刑事法的ないし私法的性質なものにせよ，ほとんどすべての……法関係は基本
権関係として再形成され得る｣88)。上記から，「〔狭義の〕『憲法適合的解釈』の場合には，法律の
違憲判断の回避や当該規範の効力の維持，あるいは違憲の解釈可能性の排除が目的とされていた」
のに対し，「憲法志向的解釈の場合には，規範の維持ではなく，基本権保障の程度を可能な限り高
めることが念頭に置かれている」と理解される89)。したがって，ドイツにおける「憲法適合的解
釈（狭義）」と「憲法志向的解釈」の区分からすれば，我が国の「憲法適合的解釈」は後者に分類
されよう90)。
では，堀越事件最高裁判決はどのような解釈の手法を採用したのか 我が国の「合憲限定解釈」
と「憲法適合的解釈」の区別が相対的なものであることは否定し難く91)，千葉裁判官が本判決に
おける「合憲限定解釈」の不採用を殊更に強調する点に何らかの問題があるとしても92)，本

判

決

の

手

法

そ

れ

自

体

は「合憲限定解釈」というよりも「憲法適合的解釈」を採用するものと解される93)。
ただし，本稿にとって重要なのは，ドイツにおける「憲法志向的解釈」が「第三者効力〔Drittwir-
kung〕」論（基本権の「照射効」，私法の一般条項の憲法志向的解釈）と関連している点である。
 ｢合憲限定解釈」と「私人間効力」論
我が国においては，「ある国家行為が憲法に違反しているか否か（憲法によって許容されている
か否か）ということを究明するだけでなく，憲法の趣旨・精神によ

り

適合するような法解釈……の
提示も憲法学の課題である（傍点原文）」という主張がなされてきた94)。論者によれば，「そのよ
うに解釈しなければ法令が違憲となるということを前提とする解釈」である「合憲限定解釈」とは
区別される95)，「法律について可能ないくつかの解釈の中で憲法の精神に照らして望ましいものを
――
96) 市川・前掲注94）681頁。
97) 君塚正臣『憲法の私人間効力論』（悠々社，2008年）258頁。
98) 君塚・前掲注97）262頁。
99) 君塚正臣「いわゆる憲法の第三者効力論・再論―諸学説を検討し，『新間接効力説』もしくは『憲法の
最高法規性重視説』への批判に答えて，憲法の私人間効力論を考え直す―」企業と法創造 4 巻 1 号
（2007年）76頁。
100) 高橋和之『立憲主義と日本国憲法〔第 3 版〕』（有斐閣，2013年）106107頁。
101) 君塚・前掲注97）536頁参照。
採用するという手法」である「憲法の趣旨・精神を活かした法律解釈」の一つが，「私人間効力」
論における「間接適用（効力）説」と理解されている96)。この理解は，「合憲限定解釈」と「憲法
適合的解釈」の区別を前提とすれば，後者に「私人間効力」論を分類するものである。
これに対して，「私人間効力の問題とは，被侵害者が，裁判所という国家権力に対して，憲法解
釈によって侵害者の自由を制限するように求める場面の問題である」と定義し97)，憲法の最高法
規性と国家機関である「裁判所」の憲法拘束から，「憲法の私人間効力の問題とは，私人間紛争に
おける裁判所による憲法の下位法令である私法の一般条項の合憲限定（もしくは拡張）解釈のこと
なのである」とする見解も主張されている98)。論者によれば，「私人間効力」の問題は以下のよう
に処理される。
｢いわゆる私法の一般条項とは，……総則的規定の最たるものである。だが，それも私法であ
り，法律の一条文であることには変わりはない。一般条項を特殊なものと考える必要はなく，
その抽象性・包括性が究極まで拡大したものと考えれば足りる。つまり，民法90条や 1 条，
709条といった条文が違憲であることも，あくまでも理論上は考えられる。しかし，このよう
な条項が法令違憲となることは殆ど考えられず，合憲限定解釈や適用違憲の手法が専ら用いら
れる場面だと考えられる。裁判所は，他の法律の条文と同様，一般条項についても，憲法に反
する解釈を行い，また憲法に反するような適用を行ってはならない，ということである。」99)
ここでは，〈「私人間効力」の問題とは，私法の一般条項（民法90条，1 条，709条）の「違憲性
（ないし違憲の重大な疑い）」を確証した上で文面上判断や適用上判断を行う場面の問題である〉と
されている。このような見解は「一般規定の合憲解釈・適用説」と称されている100)。
 検 討
前述のように，イギリスにおいては，（私法の「条約適合的解釈」によって生じる）「制定法上の
水平性」と（「裁判所」が「公的機関」とされることによって生じ得る）「間接的水平性」・「完全な
いし直接的水平性」は別個のものと捉えられている。我が国においても，〈私法である当該規定の
「違憲性（ないし違憲の重大な疑い）」が確証された上で行われる「文面上判断」によって生じる
「水平的効力」〉と〈国家機関である「裁判所」の憲法拘束および憲法の最高法規性から生じ得る
「水平的効力」〉の区別は主張可能であろう。両者の区別を前提とする限りにおいて，私法の一般条
項の「合

憲

限

定

解

釈

」という捉え方で憲法における「私人間効力」論の終焉を唱える101)，「一般規
――
102) この趣旨は，当然ながら，私法の一般条項は違憲審査の対象から外れるというものではない。
103) ｢一般規定の合憲解釈・適用説」による解決に関しては，君塚・前掲注97）265頁が，「一般的に国家には
人権保護義務があると考えて，そこから全てを解決しようとすることは，究極的には個別的人権条項の
存在価値を没却させることにも繋がり，賛同できないものである」とし，憲法上の権利の内実を防御権
に尽きるとしている点にも留意すべきである。憲法上の権利の内実が防御権に尽きるとすれば，「憲法に
反しない」ことが要求されるのは裁判所―加害者間の関係に限られ，裁判所―被害者間の関係に憲法が
適用される余地はないと考えられる。この点については，小山剛「『私人間効力』を論ずることの意義」
法学研究82巻 1 号（2009年）197頁以下，高橋和之「私人間効力論再訪」ジュリスト1372号（2009年）
152155頁，に詳しい。
104) 君塚・前掲注97）536頁。
105) 詳しくは，拙稿・前掲注11）「1998年人権法の『水平的効力』の諸相」34頁以下参照。とりわけ重要であ
るのは，Murray Hunt の見解（M. Hunt, ``The `Horizontal EŠect' of the Human Rights Act'' [1998]
P.L. 423）である。
定の合憲解釈・適用説」は成立し得ないように思われる。たしかに，「違憲性（ないし違憲の重大
な疑い）」が確証され得る私法の規定の存在は，私法の規定が違憲とされた最高裁諸判決・決定か
らも明らかである。しかし，私法の一般条項（民法90条，1 条，709条等）の「違憲性（ないし違
憲の重大な疑い）」が確証されるとは考えられず102)，「一般規定の合憲解釈・適用説」による解決
は，理論上，端的に〈私法の一般条項は合憲である（憲法に反しない）〉との結論を裁判所が下す
ことに集約可能である103)。
さらに，イギリスの Mendoza 判決は「条約適合的解釈」の対象が私法である点について特段の
判断を示すものではなかったが，その理由は，「制定法上の水

平

的

効

力

」が生じ得るとしても，直
接的に制定法（私法）の条約適合性が争われている限りにおいて，〈人権法の名宛人は，私人では
なく「公的機関」である〉という私

人

間

無

適

用

の立場が揺るがされることはないからであると推察
される。その意味で，真に「私人間効力」の問題が私法の一般条項の「合

憲

限

定

解

釈

」のみによっ
て解決可能であるとすれば，「特殊な問題に対する特殊な解法としての『憲法の私人間効力』論は，
およそその役割を終えてよい」であろう104)。しかし，一方で，イギリスの〈「公的機関」としての
裁判所（人権法 6 条 1 項および 3 項 a）〉と「水平的効力」が問題とされるケースにおいては，人
権法上の新しい私的な訴訟原因が認められることによって〈私人の行為が人権法における「条約上
の権利」に反し得る＝人権法の名宛人は私人である〉ことが肯定される可能性が生じるため，種々
の議論がなされている。この点につき，判例・学説においては，その可能性を排除する見解であ
る，〈人権法に基づく新しい私的な訴訟原因は創設されないが，裁

判

所

は私的当事者の「条約上の
権利」と適合する方法であらゆる私法を解釈する義

務

に服する〉という「（強い）間接的水平的効
力説」が支持されている105)。この立場は，〈人権法の名宛人は，私人ではなく「公的機関」である〉
という私

人

間

無

適

用

の立場を前提として，「公的機関」としての裁判所が私人間訴訟においても人
権法に拘束される（＝裁判所－被害者／裁判所－加害者間に「条約上の権利」が適用された上で，
既存の法を条約適合的に解釈する義務に服さしめられる）ことによって私人間に「間

接

的

水

平

的

効

――
106) G. Phillipson and A. Williams, ``Horizontal EŠect and the Constitutional Constraint'' (2011) 74 M.L.R.
878, p.886.
107) 君塚・前掲注97）260頁。併せて，君塚正臣「復活の日なき無効力論」論究ジュリスト 1 号（2012年）
33頁以下参照。
力

」は生じ得る，というものである（付言すれば，裁判所が既存の法と適合させる被

害

者

側

の

「条
約上の権利」の内実は，防御権に尽きるものではなく，「私的当事者間に積極的な国家の介入を要
求する｣106)ものである必要がある）。もちろん，我が国の「一般規定の合憲解釈・適用説」の論者
自身は「合憲限定解釈」と「憲法適合的解釈」の区別をしておらず，当該見解の内

実

は私法の一般
条項の「（合

憲

限

定

解

釈

ではなく）憲

法

適

合

的

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
釈

」によって憲法の「私人間効力」の問題を解決
するものである，と解する余地もある。だが，そのように解するとすれば，（直接的に私法の当該
規定の合憲性が争われている場合には問題とならない）〈憲法の名宛人は，私人ではなく「国家」
である〉という私人間無適用の立場を堅持するか否かの議論としての「私人間効力」論は依然とし
て固有の存在価値を有する，という結論が導かれることとなろう。
 おわりに
本稿では，イギリスの（〈人権法の名宛人は「公的機関」である〉という垂直的アプローチを前
提としても）人権法の諸規定から生じ得る種々の「水平的効力」を概観した後に，イギリスの「条
約適合的解釈」と日本の「合憲（限定）解釈」の類似性を指摘し，堀越事件最高裁判決（特に千葉
勝美裁判官の補足意見）を端緒としてなされた「合憲限定解釈」と「憲法適合的解釈」の議論（お
よびドイツの「憲法適合的解釈（狭義）」と「憲法志向的解釈」の区分）から両者の区別可能性を
論証した上で，〈「合憲限定解釈」と「私人間効力」論〉という観点から，憲法における「私人間効
力」をめぐる言説空間の再検討を行った。本稿の立場は，我が国においても，〈私法である当該規
定の「違憲性（ないし違憲の重大な疑い）」が確証された上で行われる「文面上判断」によって生
じる「水平的効力」〉と〈国家機関である「裁判所」の憲法拘束および憲法の最高法規性から生じ
得る「水平的効力」〉の区別は主張可能であり，後者に関して〈憲法の名宛人は，私人ではなく
「国家」である〉という私人間無適用の立場を堅持するか否かの（「（近代）立憲主義」の核心にも
関わる）議論としての「私人間効力」論は固有の存在価値を有する，というものである。
私法である当該規定の「違憲性（ないし違憲の重大な疑い）」が確証された上で行われる「文面
上判断」によって「水平的効力」が生じるということは，私法の規定が法令違憲とされる場合にも
「水平的効力」が生じることを意味する。「私法の規定を裁判所が違憲と判断できる以上，従来の無
効力説的な結論はあり得ない」という指摘107)に関していえば，「私法の規定を裁判所が違憲と判断
できる」点から採用され得ないのは「私人間無適用・無効力」の立場であることに注意が必要であ
る。イギリスの議論を参考とすれば，〈憲法の名宛人は，私人ではなく「国家」である〉という私
人間無適用の立場を堅持しても種々の「水平的効力」は生じ得るのであり，我が国の「私人間効力」
――
論の核心部分もまた，〈憲法の名宛人は，私人ではなく「国家」である〉という私人間無適用の立
場を堅持するか（＝「私人間無適用・水平的効力」）否か（＝「私人間適用・水平的効力」）である，
と考えられよう。
